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基準日（３月３１日）時点における本学の資産、負債及び純資産を表示した財政状態を表します。本学の資産
の大半がキャンパスなどの土地や校舎、研究施設などの建物等で構成されています。

単位：百万円

資 産
（対前年度増減）R6年度

021,495土地

508,103建物等

2001,492工具器具備品

162,930図書・美術品

2,9493,106投資有価証券等

△2,9031,391現金・預金

3505その他

31339,022資産総額

負 債
（対前年度増減）R6年度

△791,405未払金

621,905その他

△163,310負債総額

純 資 産
（対前年度増減）R6年度

029,640政府出資金

76△1,200資本剰余金

2537,271利益剰余金

32935,711純資産総額
※金額の端数処理は、各項目ごとに四捨五入を行って

いるため、合計金額と一致しないことがあります。
（以下すべて同様）

資産・負債・純資産の構成内訳

貸借対照表の概要

貸借対照表の主な増減要因

●工具器具備品（ R5： 1,292 → R6： 1,492（百万円））（前年度比 +200百万円 15.5%増）
研究に使用する実験機器等の取得により、対前年度で増加

●投資有価証券等（ R5： 157 → R6： 3,106（百万円））（前年度比 +2,949百万円 1,872.6%増）
投資有価証券の取得により、対前年度で増加

●現金・預金（ R5： 4,294 → R6： 1,391（百万円））（前年度比 -2,903百万円 67.6%減）
投資有価証券の取得により現金及び預金が減少したため、対前年度で減少

●利益剰余金（ R5： 7,018 → R6： 7,271（百万円））（前年度比 +253百万円 3.6%増）
目的積立金の繰越により、対前年度で増加

土地
21,495

建物等
8,103

工具器具備品
1,492

図書・美術品
2,930

投資有価証券等
3,106

資産
39,022百万円

政府出資金・資本剰余金
28,440

利益剰余金
7,271

その他
1,905

未払金
1,405

負債・純資産
39,022百万円
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現金・預金
1,391

その他
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損益計算書の概要

一事業年度における本学の費用、収益を表します。本学の経常収益のうち、国からの交付金である運営費
交付金収益が52.9 ％、学生納付金収益が25.2％を占めています。また、経常費用のうち人件費が55.5％を
占めています。

単位：百万円

収 益

（対前年度増減）R6年度経常収益

1625,107運営費交付金収益

△22,435学生納付金収益

641,186外部資金収益

61262施設費収益

3389補助金収益

△3283その他

2859,662経常収益合計

△665臨時利益

△82181目的積立金取崩額

費用・収益の構成内訳

費 用

（対前年度増減）R6年度経常費用

2001,249教育経費

71,116研究経費

△161488教育研究支援経費

23787受託研究費等

2135,116人件費

44460一般管理費

00財務費用・雑損失

3269,216経常費用合計

△5237臨時損失

△137595当期総利益

損益計算書の主な増減要因

【費用】
●教育経費（ R5： 1,049 → R6： 1,249（百万円）） （前年度比 +200百万円 19.1%増）

センターホール改修に伴う修繕費の増加に伴い、対前年度で増加

●人件費 （R5： 4,903 → R6： 5,116（百万円）） （前年度比 +213百万円 4.3%増）
人事院勧告等に伴う常勤教職員の給与総支給額の増加や退職手当の増加に伴い、対前年度で増加

【収益】
●運営費交付金収益（ R5： 4,945 → R6： 5,107（百万円）） （前年度比 +162百万円 3.3%増）

前年度から繰り越した運営費交付金の執行に伴い、対前年度で増加

●外部資金収益（ R5： 1,123 → R6： 1,186（百万円）） （前年度比 +64百万円 5.7%増）
受託研究等収入の増加に伴い、対前年度で増加

教育経費
1,249

研究経費
1,116

教育研究支援経費
488

受託研究費等
787

人件費
5,116

一般管理費
460

経常費用
9,216百万円 運営費交付金収益

5,107学生納付金収益
2,435

外部資金収益
1,186

施設費収益
262

経常収益
9,662百万円
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差額(決算-予算）R6年度決算額R6年度予算額科目

収入

2535,1074,854運営費交付金

-635635施設整備費補助金

332503171補助金等収入

2020-大学改革支援・学位授与機構施設費交付金

△372,3142,351自己収入

△852,1802,265授業料、入学金及び検定料収入

4813486雑収入

5991,363764産学連携等研究収入及び寄附金収入等

---引当金取崩

△75342417目的積立金取崩

---引当特定資産取崩

1,09210,2849,192計

支出

△1647,4587,622業務費

△1647,4587,622教育研究経費

20655635施設整備費

203374171補助金等

4701,234764産学連携等研究費及び寄附金事業費等

5309,7219,192計

563563-収入-支出

決算報告書の概要

単位：百万円

国の会計をベースとして、法人内で定めた年間の予算と実績を示すものです。現金主義を基礎とし、
出納整理期の考え方を踏まえ、法人の運営状況を報告しています。

【収入】
●運営費交付金（差額 253百万円）

前年度からの繰越額が計画時に見積もっていた額より多かったことにより、予算額に比して決算額が253百
万円多額となっています。

●補助金等収入（差額 332百万円）
当初予定していなかった補助金の獲得により、予算額に比して決算額が332百万円多額となっています。

●産学連携等研究収入及び寄附金収入等（差額 599百万円）
受託研究等の獲得に努めたことにより、予算額に比して決算額が599百万円多額となっています。

【支出】
●業務費（差額 △164百万円）

経費の削減に努めたことに伴い、予算額に比して決算額が164百万円少額となっています。

●補助金等（差額 203百万円）
当初予定していなかった補助金の獲得により、予算額に比して決算額が203百万円多額となっています。

●産学連携等研究収入及び寄付金収入等（差額 470百万円）
受託研究等の獲得に努めたことにより、予算額に比して決算額が470百万円多額となっています。

3

決算報告書の主な増減要因



京都工芸繊維大学の基礎データ

学生数 3,964人

学部学生 2,612人
大学院生 1,352人

（令和6年5月1日現在）

常勤教職員数 400人

教員 253人
職員 147人

（令和6年5月1日現在）

外国人留学生数 214人

38の国と地域から

（令和6年5月1日現在）

令和6年度において、学生への教育に要した経費（人件費は除く）は
約12億円であり、講義室の整備、授業や入学試験の実施に係る経費、授
業料・入学料の免除に充当しました。

学生一人あたりの
教育経費

約32万円

学生一人あたりの教育経費
=教育経費／学生数
（令和6年5月1日現在）

学生納付金（授業料・入学料・検定料）は、本学収入の約5分の1を占め、本学の教育研究活動の重要な
財源となっています。

運営費交付金

49.7%

施設整備費補助金等

6.4%

補助金等収入

4.9%

授業料、入学金

及び検定料収入

21.2%

雑収入、目的積立金取崩額等

4.6%

産学連携等研究収入及び寄附金収入等

13.3%

教育に関する財務情報

教育経費

学生納付金

2,179,5022,187,3991,843,2052,185,624合計

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
検定料 84,999 76,682 78,428 68,525
入学料 325,231 214,019 331,252 332,860
授業料 1,775,394 1,552,504 1,777,719 1,778,117

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

（千円） 学生納付金収入の推移
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50,93253,94551,60050,881合計

授業料や入学金の免除のみでなく、様々
な奨学金制度があります。

デザインを中核とした産学官連携による
博士前期課程・後期課程一貫の特別教育プ
ログラムである「dCEP」に参加する学生へ
の援助、海外インターンシップに参加する
学生への援助など、様々な種類の奨学金制
度を用意しています。

「TA（ティーチング・アシスタント）」、
「RA（リサーチ・アシスタント）」として大
学院生を採用し、教育・研究補助業務に係る
給与を支給することで、処遇の改善を図ると
ともに、教育者・研究者としての能力の向上
を図っています。

また、「PT（ピア・チューター）」として
学部生や大学院生を採用し、障害学生支援体
制の充実を図っています。

TA・RA・PT制度

各種奨学金制度

修学機会の確保の観点から、授業料や入学料の免除制度を実施しています。令和6年度においては、国の修学
支援新制度や本学独自の特待生制度等により、授業料約234百万円、入学料約22百万円を免除しました。

授業料・入学料免除

（単位：千円）
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金額 免除割合
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金額 免除割合

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
  PT 1,018 724 721 1,099
  RA 20,263 23,161 24,881 20,498
  TA 29,600 27,715 28,343 29,335

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

（千円）
TA・RA・PT経費支給額

5

5,800 

4,830 

1,850 

1,510 

1,000 893 dCEP奨学金

海外インターンシップ奨学金、国際連携

教育プログラム

京都工芸繊維大学修学支援基金奨学金

国際科学技術コース奨学金

京都工芸繊維大学基金奨学金

KIT特待生

計 15,883

※免除割合=免除額 / 授業料収入or入学料収入（決算報告書ベース）



本学の特色を活かす創造力豊かな
教育研究を国立大学法人として更に
力強く展開し、その成果としての知
的財産を社会に広く還元することに
より、個性的な産業と文化の創出に
貢献するとともに、本学の知的創造
活動の発展を図るために持続的、組
織的な活動を行っています。

特許権の実施や譲渡、成果有体物
提供などについて民間企業等と契約
を交わし、版権及び特許権等収入と
してその対価をいただいています。

令和6年度において、研究経費（人件費は除く）は約11億円であり、研究活動の実施に係る経費、研究施設
の改修、水道光熱費などに充当しました。

※研究経費には大学全体にかかる減価償却費や水道光熱水費等が含まれているため、
教員一人あたりに配分する基盤研究費の額とは一致しません。

教員一人あたりの
研究経費

約441万円
教員一人あたりの研究経費
＝研究経費/教員数（令和6年5月1日現在）

教員一人あたりの研究経費（受託研究費等・科研費等含む）
＝（研究経費＋受託研究費等＋科研費等）/教員数（令和6年5月1日現在）

教員一人あたりの
研究経費

（受託研究費等・科研費等含む）

約888万円

研究に関する財務情報

研究経費

知的財産
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教育・研究環境の整備（施設整備費補助金）

国が示す整備計画や方針に基づき、毎年度、
国から大学の施設整備事業に対し、施設整備費
補助金の支援を受けています。

この施設整備費補助金により、老朽化した建
物・設備を改修し、安全で安心なキャンパス環
境の整備、学生の快適な学修環境を確保してい
ます。

令和6年度においては、主にセンターホール
改修などの工事を実施しました。

金額実施事業

635,180センターホール改修工事

20,000講義棟屋上防水改修工事

●施設整備費補助金事業

（千円）

25221013件数

8,488 
9,612 

11,716 
13,118 
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版権及び特許権等収入

単位（千円）



5,115,8334,902,9144,975,8835,041,846合計

人件費は約51億円で、業務費のうち約58.4％を占めています。
給与水準については、国家公務員の給与制度及び水準に準拠し、かつ本学の財務状況等を勘案して決定

しています。

前年度比人件費増減の要因

人事院勧告等に伴う常勤教職員の給
与総支給額等の増加により、前年度と
比較して約213百万円増加しました。

5,115,833人件費

3,640,102人件費以外の業務費

8,755,935合計（業務費）

（千円）

人件費に関する財務情報

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
役員 93,014 119,710 138,797 85,436
教員 3,524,764 3,409,928 3,341,083 3,466,042

職員 1,424,098 1,446,245 1,423,034 1,564,355

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000
(千円)

人件費の推移

業務費（人件費以外）

41.6%

人件費

58.4%

業務費に占める人件費割合

役員

1.5%

非常勤役員

0.2%

常勤教員

55.7%

非常勤教員

5.1%

教員退職給付

6.9%

常勤職員

20.9%

非常勤職員

8.4%

職員退職給付

1.3%

人件費割合
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本学では、大学が有する専門的知識と技術を社会に還元し、産業界、地域社会の発展に貢献するために、
さまざまな形で産業界、地方公共団体との研究協力を行っています。

また、法人の収入とは区分して経理していますが、研究者個人への補助金として科学研究費補助金を受け
入れており、研究活動の重要な経費として活用しています。科学研究費補助金の間接経費は、研究者の研究
開発環境の改善や研究機関全体の機能向上に活用するため交付される資金であり、本学の重要な収益として
扱われています。

外部資金の間接経費について

本学では、外部資金による研究を実施する
にあたり、その研究を遂行するために必要と
なる人件費、旅費、物品費等の「直接経費」
に加え、併せて必要となる管理的経費（研究
環境の整備や施設・設備の維持管理費等）と
して「間接経費」を計上しています。

この間接経費は、水道光熱費、研究遂行を
支援するための人件費、知財活動に必要な経
費等に充当しています。

外部資金の受入状況

2,0281,9561,6861,498合計

令和4年度以降、第４期中期計画の
目標値である外部資金収入

16億円以上を達成しています

※現金収入ベース

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
受託研究 238 448 650 601

共同研究 147 195 184 220
受託事業 64 50 104 93

奨学寄附金 125 193 245 345
補助金 531 322 351 303

科研費 393 478 422 466

0

500

1000

1500

2000

2500

(百万円) 外部資金の受入額の推移

科研費
23%

補助金
15%

奨学寄附金
17%

受託事業
4%

共同研究
11%

受託研究
30%

令和6年度外部資金収入内訳

（百万円）
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外部資金間接経費受入額

外部資金=
受託研究+共同研究+受託事業+奨学寄附金+補助金+科研費



※一般管理費比率、人件費比率は、低い方がよいとされている指標です。
その他は、高い方がよいとされている指標です。

財務状況および財務指標

財務指標は、財務諸表のデータに基づき、大学の財務状態や運営状況がどのようになっているのか、項目別
に数値を用いて表したものです。

Bグループ大学とは・・
文部科学省において公表された「国立大
学法人の財務分析上の分類」に基づく分
類によって、「医科系学部を有さず、学
生収容定員に占める理工系学生数が文科
系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法
人。」として分類された10大学のことで、
以下の大学を指します。

室蘭工業大学
東京農工大学
東京海洋大学
電気通信大学
長岡技術科学大学
名古屋工業大学
豊橋技術科学大学
京都工芸繊維大学
九州工業大学
鹿屋体育大学

業務費対教育経費比率

業務費対教育経費比率＝教育経費÷業務費

業務費に占める教育経費の割合を示す指標です。
この比率が高いほど、教育に使用する経費の割合
が高く、教育活動が充実していることを示します。

業務費対研究経費比率＝研究経費÷業務費

業務費に占める研究経費の割合を示す指標です。
この比率が高いほど、研究に使用する経費の割合
が高く、研究活動が充実していることを示します。

業務費対研究経費比率

令和6年度の教育経費は、センターホール改
修に伴い増加したため、業務費対教育経費比
率は増加しました。

令和6年度の研究経費は、前年度とほぼ同額
となりましたが、業務費が若干増加したた
め、業務費対研究経費比率は減少しました。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
教育経費 1,129 1,049 1,049 1,249
本学比率 13.8% 12.5% 12.4% 14.3%

Bグループ平均 11.7% 11.9% 12.0% 13.5%
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(百万円) 業務費対教育経費比率

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
研究経費 1,161 1,211 1,109 1,115

本学比率 14.2% 14.5% 13.1% 12.7%
Bグループ平均 11.4% 12.4% 13.0% 12.6%
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外部資金比率＝（受託研究収益＋共同研究収益＋
受託事業等収益+寄附金収益）÷ 経常収益

経常収益に占める外部資金収益（受託研究等収益、
受託事業等収益、寄附金収益）の割合を示す指標
です。この比率が高いほど外部資金による活動性
や収益性が高いことを示します。

人件費比率＝人件費÷業務費

業務費に占める人件費の割合を示す指標です。
この比率が高いほど人件費の割合が高く、労働
集約型の費用構造であることを示します。

令和6年度の一般管理費は、水道光熱費の増加
等により増加しました。業務費は若干増加しま
したが、一般管理費比率も前年度より若干増加
しました。

外部資金比率

人件費比率

一般管理費比率

令和6年度は、受託研究費収入の増加による収
益額の増加により、外部資金収益、外部資金比
率ともに増加しました。しかし、Bグループ平
均を下回っているため、今後もさらなる資金の
獲得に向けて、取り組みを続けていきます。

令和6年度の人件費は、人事院勧告等に伴う
常勤教職員の給与総支給額の増加により、増
加しました。また、業務費は若干増加しまし
たが、人件費比率も若干増加しました。

一般管理費比率＝一般管理費÷業務費

業務費に占める一般管理費の割合を示す指標です。
この比率が高いほど、管理運営に使用する経費の
割合が高く、教育研究活動に使用する経費の割合
が少ないことを示します。

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
外部資金収益 582 975 1,123 1,186

本学比率 6.5% 10.6% 12.0% 12.3%
Bグループ平均 17.7% 26.9% 23.5% 17.6%
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(百万円) 外部資金比率

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
人件費 5,042 4,976 4,903 5,116
本学比率 61.7% 59.5% 57.9% 58.4%

Bグループ平均 55.0% 51.6% 51.6% 56.3%
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R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
一般管理費 387 397 416 460

本学比率 4.7% 4.7% 4.9% 5.3%
Bグループ平均 6.5% 6.3% 6.3% 6.6%
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京都工芸繊維大学基金のご案内

活用例事業名

次の事業のような大学運営に関するあらゆる活動に役立てます
（1）キャンパス整備基金事業
（2）人材育成基金事業
（3）国際交流基金事業
（4）産学連携基金事業
（5）震災復興支援基金事業
（6）広報活動基金事業
（7）同窓会との交流活動基金事業

大学運営全般

経済的理由により修学が困難な学生に対する修学支援として次の４つの事業を行います。
（1）授業料減免事業
（2）奨学金事業
（3）留学生支援事業
（4）TA,RA手当支給事業

修学支援基金 ※

学生やポスドク等の若手研究者に対する研究支援として次の３つの事業を行います。
（1）自立した研究活動支援事業
（2）成果発表支援事業
（3）交流支援事業

研究等支援基金 ※

寄附者が特に指定される事業（以下は一例です）
・学生フォーミュラ参戦プロジェクト”Grandelfino”への支援
・ROBOCON挑戦プロジェクト”ForteFibre”への支援
・科学・ものづくり教育普及プロジェクト”ぽっけ”への支援
・在学生課外活動環境整備事業
・（指定冠）奨学金

指定基金事業

本学では、皆様からの多大なご支援によりいただいた基金により、以下の事業
を行っています。
※修学支援基金と研究等支援基金は、税制上の優遇措置として

「所得控除」又は「税額控除」のいずれか有利な控除をお選びいただけます。

令和6年度大学基金事業報告

寄附方法等はこちらをご覧ください。
QRコードからもアクセスできます。

https://www.kit.ac.jp/fund_index/

京都工芸繊維大学基金事業の内容

令和6年度大学基金では、72の個人及び法人・団体様から、
総額18,016,681円のご寄附をいただきました。
皆様の深いご支援とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

大学運営全般（人材育成基金事業）
博士後期課程の優秀な学生を対象に奨学金を支給し、優れ

た研究者の育成を図りました。令和6年度は、1名の学生に
100万円を支給しました。

修学支援基金事業
経済的支援により修学が困難な学生を支援するために、

KITグローバル人材育成プログラム奨学金を支給しました。
令和6年度は、37名の学生に総額185万円を支給しました。

指定基金事業
（KIT同窓会・KIT若手研究者支援プロジェクト）

KIT同窓会からのご寄附により、挑戦的で独創性に富んだ
発想の研究を行う若手研究者に支援を行いました。令和6年
度は、特別選考部会において公募・選考を行い、研究費100
万円を准教授１名に支給しました。

（繊維アーカイブ作成プロジェクト）
衣笠同窓会みらい基金からのご寄附により、本学内に所蔵

されている蚕糸・繊維関係資料を調査し、詳細に把握できる
ようアーカイブの構築を行っています。令和6年度は300万円
を支給し、本学60周年記念館にて「久米島紬と蚕業-無形文
化財の保存・活用と展望」を開催しました。

★お問合せはこちらまでお願いいたします★
京都工芸繊維大学基金委員会事務局（財務課財務企画係)
電話：075-724-7045 mail：kitkikin＠jim.kit.ac.jp

（海外留学及び若手研究者支援事業）
衣笠同窓会みらい基金からのご寄付により、学生の海外派遣

奨学金や、学術論文投稿支援事業等へ支援を行っています。令
和6年度はそれぞれの事業に計150万円を支給しました。

（吉永滝雄指定基金事業）
意匠工芸学科卒業生からのご寄附により、デザイン科学域博

士後期課程学生の研究環境整備等を行っています。令和6年度は
100万円を追加でご寄附いただき、イカロス基金と銘打ち、伝
統工芸である京組紐を応用した生活用品の制作や、学会での発
表、研究室合同の展覧会の開催など、デザイン系学生の多様な
活動の支援を行っています。
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産学官連携のご案内

「開かれた大学」として、その高度な専門的知識と技術を社会に還元し、地域の発展に貢献することは、
大学の重要な役割の一つです。

そのため、本学では産学官連携の推進を担う「産学公連携推進センター」を中心として、地域の産業界、
団体、自治体等と共同研究や各種の研究会等を通して幅広く連携しております。

また、本学は「工芸繊維大学」という歴史のある名称ですが、我が国の重点4分野であるライフサイエン
ス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料の各先端科学技術分野はもちろんのこと、工学、自然科学、
人文社会分野での研究をはじめ非常に広い範囲の研究を実施しており、特定分野の技術だけでなく様々な
分野を横断した近年の産業界の技術ニーズに的確に対応できるのが本学の強みでもあります。

このため、これらの強みを活かした科学技術相談や各種研究会、共同研究等を充実させ、地域の産学官
連携の推進に積極的に貢献しています。

産学連携制度の紹介

共同研究制度

企業等と本学の研究者が協力して、共通の課
題について対等の立場で共同して研究すること
で、優れた成果を生み出そうとするのが共同研
究制度です。研究に必要な設備を大学内に持ち
込むことや、本学に企業から研究者を派遣する
こともできます。

①共同研究の申込み

②契約の締結

③研究費の支払

④必要に応じ研究員の派遣

⑤成果の発生により別
途、知財（特許）出願
契約等の締結

企業等

受託研究制度

企業等から本学の研究者が委託を受けて研究を
実施し、その成果を委託者に報告する制度です。
（ここでの｢受託｣は大学側から見た呼称です。)

①受託研究の申込み

②契約の締結

③研究費(委託費)の支払

④研究成果の報告

⑤成果の発生により別途、
知財（特許）実施契約等の
締結

企業等

受託研究員制度

企業等が現職技術者や研究者を本学に派遣し
て、大学院レベルの研究指導を受ける制度です。

①受入れの申込み

②委託費の払込み

③研究員の派遣

企業等

寄附金制度

学術研究や教育の奨励を目的として、企業等から
現金及び有価証券を受け入れる制度です。本学への
寄附金は、法人税法、所得税法による税制上の優遇
措置が受けられます。また、法人の場合は全額を損
金に算入することができます。個人の場合は、寄附
金の年間合計が2千円を超える場合、その超えた金
額を総所得金額の40％を上限として所得控除できま
す。

①寄附の申込み

③寄附講座の開設も可能

企業等

学術指導制度

本学の研究者が、企業等の事業活動を支援するこ
とを目的として、教育、研究又は技術上の専門知識
に基づき、企業等に指導及び助言を行います。

①学術指導の申込み

②契約の締結

③学術指導料の支払

④学術指導の実施

企業等

★産学官連携に関するお問い合わせ★

産学公連携推進センター
電話：075-724-7035
mail：corc＠kit.ac.jp

申込書や契約書(雛形）、関係規則は産学公連携推進センター
のHPに掲載しています。
https://www.liaison.kit.ac.jp/liaison/sangaku/intro/

②寄附金の払込み
法人税法、所得税法による
税制上の優遇措置あり
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